























































































































































































































































































































































































































































































地域 プロジェクト名 分野 企業 大学
北海道 北海道スーパー・クラスター振興戦 情報・バイオ 330 20
東北 情報・生命・未来型ものづくり産業プロジェクト 情報・健康・ものづくり 250 21
循環型社会対応産業振興プロジェクト 環境・エネルギー 300 20
関東 地域産業活性化プロジェクト ものづくり 1550 58
イオベンチャーの育成 バイオ 240 19
情報ベンチャーの育成 IT 240 1
中部 東海ものづくり創生プロジェクト ものづくり 770 30
東海バイオものづくり創生プロジェクト バイオ 30 47
北陸ものづくり創生プロジェクト ものづくり 150 12
近畿 近畿バイオ関連産業プロジェクト バイオ 230 35
ものづくり元気企業支援プロジェクト ものづくり 500 26
情報系クラスター振興プロジェクト IT 380 15
近畿エネルギー・環境高度化推進プロジェクト エネルギー・環境 110 8
四国 四国テクノブリッジ計画 健康・環境 300 5
中国 中国地域機械産業新生プロジェクト ものづくり 100 10
循環型産業形成プロジェクト 環境 80 10
九州 九州地域環境・リサイクル産業交流プラザ 環境 180 18


































































項目 2002年 2007年 2012年 2017年 2022年
雇用者数
（人）
① １進出企業数 5 30 65 90 115
② バイオテクノロジー 10 50 100 100 100
③ 医療機器 25 135 225 300 450
④ 直接雇用者数 95 1,195 3,757 7,765 12,669
⑤ 総雇用者数 174 2,148 6,738 13,895 22,649
生産誘発額
（百万円）
⑥ 総雇用者所得 912 11,472 36,067 74,544 121,622
⑦ 直接生産誘発額 2,280 28,680 90,168 186,360 304,056
⑧ 総生産誘発額 4,104 50,381 159,389 326,130 531,701
市内経済効果
⑨ 市内雇用者数 139 1,718 5,391 11,116 18,119
⑩ 市内生産誘発額 2,525 31,528 99,323 204,443 332,737
税収効果
⑪ 国税（所得・法人税） 315 3,969 12,481 25,795 42,084
⑫ 県税（県民税・事業税） 103 1,286 4,046 8,362 13,642
⑬ 市税（市民・固定資産・都市
計画税） 179 1,946 6,379 12,554 19,944























順位 都道府県 上限額（2007年）* 上限額（2006年）**
1 大阪府 150 30
2 和歌山県 100 100
3 三重県 90 90
4 岐阜県 70 70
5 岡山県 70 70
6 千葉県 50 50
6 新潟県 50 50
6 富山県 50 50
6 大分県 50 10
6 宮崎県 50 5
6 横浜市 50 50
12 北海道 37 37
13 鳥取県 36 36
14 福島県 35 5
14 石川県 35 35
16 福井県 34 34
17 青森県 30 30
17 栃木県 30 30
17 滋賀県 30 30
17 高知県 30 30
17 佐賀県 30 30
17 長崎県 30 11
17 浜松市 30 2
17 大阪市 30 30
25 千葉市 25 25
26 神奈川県 22 82
27 秋田県 20 20
27 京都府 20 20
27 島根県 20 20
27 広島県 20 20
27 熊本県 20 20
32 徳島県 15 10
32 愛媛県 15 15
34 山口県 11 11
35 山梨県 10.8 10.8
36 宮城県 10 10
36 長野県 10 3
36 愛知県 10 10
36 福岡県 10 10
36 鹿児島県 10 10
36 沖縄県 10 10
36 さいたま市 10 10
36 名古屋市 10 10







内容 都道府県 政令市 合計 %
1 企業誘致を推進する専門担当部署の設置 44 16 60 94%
2 知事・市長によるトップセールスの展開 44 13 57 89%
3 用地・建物の取得に対する補助金・助成金 43 13 56 88%
4 設備購入に対する補助金・助成金 42 14 56 88%
5 企業誘致を推進するための専任職員 40 16 56 88%
6 低利融資制度 42 8 50 78%
7 企業誘致のための，他自治体や企業などと共
同設置組織（協議会） 37 12 49 77%
8 ワンストップ窓口 34 12 46 72%
9 税金の軽減 37 5 42 66%
10 「企業誘致推進本部」のような部局を横断し
て企業誘致を推進する組織 29 9 38 59%
11 「雇用促進助成金」など雇用者に対する補助
金・助成金 27 7 34 53%
12 工業団地のリース制度（購入企業が別の企業
に賃貸するものも含む） 30 2 32 50%
13 遊休地など用地のデータベース構築と提供
（民間企業が保有する土地を含む） 28 3 31 48%
14 工業団地の割賦分譲 26 4 30 47%
15 誘致業務担当として民間企業出身者を採用
（非常勤や嘱託など含む） 22 8 30 47%
16 民間企業やそのOBなど個人と提携，情報提
供や斡旋・仲介 25 4 29 45%
17 工業団地の定期借地権制度 19 5 24 38%
18 企業誘致に協力した個人や法人に対する成
功報酬制度 18 3 21 33%
19 工業団地の用地価格の引き下げ 19 2 21 33%
20 企業誘致の推進を目的とした構造改革特区 11 4 15 23%
21 建築確認申請など各種手続きの迅速化や簡
略化 14 0 14 22%
22 立地支援企業（進出企業に用地・建物・設備
などを賃貸する企業）への助成 5 5 10 16%
23 工業団地の用途を変更し製造業以外（小売店
など）の立地を可能 3 0 3 5%
24 進出企業を対象にした利子補給制度 1 0 1 2%
25 その他 12 4 16 25%
（菅野・前島　2007により作成）
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図５　首都圏西部地域TAMAの対象地域
600
注
１）	竹本（2004）によると，1990年代以降の製造業の空洞化論議は，オイルシ
ョック後の1970年代前半とプラザ合意後の1980年代後半の過去２回の議
論とは大きく異なる。それは，①わが国経済のバブル崩壊により，企業自
体が多額の不良債権を抱え新規事業に乗り出す財務状況にないこと，そし
て②「世界の工場」として，中国の目覚しい躍進が背景にあることである。
２）	この法律は第166回国会に提出され，2007年４月27日に成立し，2007年６
月11日，企業立地促進法がスタートした。政府が策定する基本方針に基づ
き，都道府県と市町村が地域産業活性化協議会での協議を経て，基本計画
を作成し，主務大臣に協議し，同意を得ることができる。同意を得た基本
計画に基づいて実施する事業は，一定の支援措置が受けられ。また事業者
は，企業立地又は事業高度化を行う場合，それぞれ企業立地計画，事業高
度化計画を作成し，都道府県知事に対して承認申請をすることができ，当
該計画に基づいて，各種支援装置が受けられる。
３）	すなわち，増加率第２位に625人増加した兵庫県三日月村は，近隣にある播
磨科学公園都市の一部が三日月村に属しており，公園都市の中心的施設で
ある財団法人高輝度光科学研究センターの進出が主な要因である。
４）	増加率第５位（3,005人増）の熊本県菊陽町と同第32位（1,219人）の熊本
県合志町は，いずれもセミコンテクノパークの企業誘致に関連した従業者
の増加である。セミコンテクノパークには，東京エレクトロン，ソニーセ
ミコンダクタ九州といった半導体関連産業が進出してきている。最近にお
いても，富士フイルム九州の進出が決定し，総投資額1,000億円を予定して
いるフラットパネルディスプレイ材料の生産拠点の建設が始まっている。
５）	増加率第７位（2,169人増）の宮城県富谷町も，新富谷ガーデンシティなど
への企業誘致による従業者増である。
６）	増加率第10位（2,426人増）の福岡県宮田町は，トヨタ自動車が進出して関
連部品企業の進出も活発化しており，新たな自動車産業集積地域となりつ
つある。
７）	増加率第15位（1,323人増）の三重県多岐町は，液晶関連のシャープ三重工
場が立地している。
８）	北海道東神楽町のように，町が造成した工業用地に企業を誘致したケース
もあるが，大半のケースは企業誘致活動のイニシアティブを全て県が有し
ており，市町村は結果的に大幅な従業者の増加が転がり込んできた，とい
うのが実態である。従って，雇用創出規模の大きい企業誘致の成否は，県
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の企業誘致策の如何に左右されている。
９）	伊藤（2007）によると，これらの計画の大半は，先端分野の技術開発にお
ける国の重点4分野であるライフサイエンス（生命科学），情報通信，環境，
ナノテクノロジー（超微細技術）・材料に関連している。「産業クラスター
計画」においては，①質の高い経営・技術・販路などの情報が流通する「産
学官の人的ネットワーク」の構築，②新たな製品・サービスの創出につな
がる「実用化技術開発支援」，③起業家育成施設など起業環境の整備を三位
一体で進め，事業化後も販路開拓などの支援を効果的に実施する。
10）	伊藤（2007）によると，これらの計画の大半は，先端分野の技術開発にお
ける国の重点4分野であるライフサイエンス（生命科学），情報通信，環境，
ナノテクノロジー（超微細技術）・材料に関連している。「産業クラスター
計画」においては，①質の高い経営・技術・販路などの情報が流通する「産
学官の人的ネットワーク」の構築，②新たな製品・サービスの創出につな
がる「実用化技術開発支援」，③起業家育成施設など起業環境の整備を三位
一体で進め，事業化後も販路開拓などの支援を効果的に実施する。
11）	それは，「北海道スーパー・クラスター新興戦略」（情報・バイオ分野，約
330社20大学）である。
12）	それは，「情報・生命・未来型ものづくり産業プロジェクト」（情報・健康・
ものづくり分野，約250社21大学），「循環型社会対応産業振興プロジェク
ト」（環境・エネルギー分野，約300社20大学）である。
13）	それは，「地域活性化プロジェクト」（ものづくり分野，約1550社58大学），
「バイオベンチャーの育成」（バイオ分野，約240社19大学），「情報ベンチ
ャーの育成」（IT分野，約240社１大学）である。
14）	それは，「東海ものづくり創生プロジェクト」（ものづくり分野，約770社
30大学），「東海バイオものづくり創生プロジェクト」（バイオ分野，約30
社47大学），「北陸ものづくり創生プロジェクト」（ものづくり分野，約150
社12大学）である。
15）	それは，「近畿場合オ関連産業プロジェクト」（バイオ分野，約230社，35
大学），「ものづくり元気企業支援プロジェクト」（ものづくり分野，約500
社26大学），「情報系クラスター振興プロジェクト」（IT分野，約380社15大
学），「近畿エネルギー・環境高度化推進プロジェクト」（エネルギー・環境
分野，約110社８大学）である。
16）	それは，「四国テクのブリッジ計画」（健康・環境分野，約300社５大学）で
ある。
17）	それは，「中国地域機械産業新生プロジェクト」（ものづくり分野，約100社
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10大学），「循環型産業形成プロジェクト」（環境分野，約80社10大学）で
ある。
18）	それは，「九州地域環境・リサイクル産業交流プラザ」（環境分野，約180社
18大学），「九州シリコン・クラスター計画」（半導体分野，約150社・29大
学）である。
19）	それは，「OKINAWA型産業振興プロジェクト」（情報・健康・環境・加工
交易分野，約170社３大学）である。
20）	第１期終了地域は，金沢地域，岐阜・大垣地域，宇部地域（以上，2008年
度終了），札幌地域，仙台地域，富山・高岡地域，長野・上田地域，浜松地
域，愛知・名古屋地域，京都地域，関西文化学術研究都市地域，大阪北部
地域，神戸地域，広島地域，徳島地域，高松地域，福岡地域，北九州学術
研究都市地域（以上，2007年度終了），など18地域である。
21）	具体的には，プロジェクトの企画・立案，共同研究や交流活動等を通じて，
産学官の関係者による網の目のようなネットワークを形成し，緊密な連携，
日常的なコミュニケーションから，核となる公的研究機関等の有する独創
的な技術シーズと企業の実用化ニーズを相互に刺激しつつ，イノベーショ
ンを連鎖的に創出する集積の形成が起こるシステムを構築し，世界レベル
でのイノベーションの創出を目指す。
22）	「首都圏西部地域（TAMA）」は，関東経済産業局が1998年から取り組んで
きた「TAMAプロジェクト（技術先進首都圏地域プロジェクト）」が産業ク
ラスター計画の原型となったものである。その後，この取組を管内の他の
産業集積地域に拡大し，1999年には諏訪・甲府を中心とする「中央自動車
道沿線地域」，2000年には柏，川口を中心とする「東葛・川口地域」，2001
年には浜松，飯田，豊橋にまたがる「三遠南信地域」，2002年には栃木県，
群馬県を対象とする「首都圏北部地域」において，それぞれプロジェクト
を実施し，産学官のネットワークを構築してきた。
23）	この地域は，単に医療関連産業の拠点とするだけでなく，基礎研究から臨
床応用，産業化までの一体的な仕組みをつくることで，既存産業の高度化
と雇用の確保による神戸経済の活性化，医療サービス水準と市民の健康・
福祉の向上，アジア諸国の医療技術の向上など国際社会への貢献を目指し
ている。
24）	神戸市の強みとして，豊かな人材，多様な生活文化，国際性，港をはじめ
とする優れた交通アクセスなどに着目し，これらを土台に，大震災で得ら
れた人と人とのつながりの大切さなどの貴重な経験も踏まえ，新たな知識
を生み出す人が活き，交流する価値創造の舞台をつくろうというものであ
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る。
25）	「神戸医療産業都市構想」におけるバイオベンチャー企業誘致への支援スキ
ームの中核として，2001年１月総額13.1億円「１号ファンド」，2002年６月
「２号ファンド」，2004年１月「３号ファンド」がそれぞれ設立された。ま
た，これらのファンドは，神戸市が誘致を計画するバイオ・医療関連ベン
チャー企業のほか，再生医療・先端医療・介護・健康関連の全国的なバイ
オ関連企業を対象とする。
26）	具体的な施策としては，各地域のテクノポリス開発機構に対する「産業再
配置促進費補助金」の交付のほか，税制面の優遇措置として「テクノポリ
ス特別償却制度」「特別土地保有税非課税制度」等が挙げられる。　
27）	正式には，「地域産業の高度化に寄与する特定事業の集積の促進に関する法
律」である。
28）	また，ハード整備に傾斜するあまり，ソフト面の支援が不十分であったと
の指摘もある。例えば，優秀なコーディネーターやアドバイザーがいない
ために産学官の交流がうまくいかず，せっかく整備したハードを有効活用
できていないケース等である（廣瀬　2008）。
29）	クラスター計画は，産業クラスターの立ち上げ期である第Ⅰ期（2001〜
2005年），成長期である第Ⅱ期（2006〜2010年），自律的発展期とされる第
Ⅲ期（2011〜2020年）に区分されている。
30）	「企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関す
る法律」である。
31）	例えば，堺市のシャープ新工場を巡っては，大阪府と兵庫県（姫路市）の
間で熾烈な誘致合戦が繰り広げられた。また，宮城県への工場立地を決め
たトヨタ自動車の生産子会社，セントラル自動車のケースでは，自動車産
業の集積を目指す北海道も名乗りを上げ，誘致活動を展開した。
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